
【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 36,260,410   固定負債 8,845,695

    有形固定資産 31,737,738     地方債 8,234,233

      事業用資産 13,048,798     長期未払金 -

        土地 6,304,985     退職手当引当金 611,462

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 23,352,440     その他 -

        建物減価償却累計額 -17,653,719   流動負債 1,096,555

        工作物 4,434,278     １年内償還予定地方債 926,285

        工作物減価償却累計額 -3,527,665     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 125,798

        航空機 -     預り金 44,473

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 9,942,250

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 138,479   固定資産等形成分 41,191,197

      インフラ資産 18,569,068   余剰分（不足分） -9,305,984

        土地 3,113,825

        建物 264,327

        建物減価償却累計額 -208,220

        工作物 44,730,512

        工作物減価償却累計額 -29,435,012

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 103,636

      物品 852,006

      物品減価償却累計額 -732,134

    無形固定資産 3,708

      ソフトウェア 3,708

      その他 -

    投資その他の資産 4,518,963

      投資及び出資金 82,846

        有価証券 45,393

        出資金 37,453

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 79,611

      長期貸付金 772

      基金 4,360,082

        減債基金 -

        その他 4,360,082

      その他 -

      徴収不能引当金 -4,347

  流動資産 5,567,054

    現金預金 625,005

    未収金 11,958

    短期貸付金 4,242

    基金 4,926,545

      財政調整基金 3,739,199

      減債基金 1,187,346

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -697 純資産合計 31,885,214

資産合計 41,827,463 負債及び純資産合計 41,827,463

貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 8,976,962

    その他 -

  臨時利益 2,500

    資産売却益 2,500

    資産除売却損 206

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 8,956,566

  臨時損失 22,897

    災害復旧事業費 22,691

  経常収益 356,514

    使用料及び手数料 119,784

    その他 236,731

      社会保障給付 765,126

      他会計への繰出金 1,404,650

      その他 3,704

        その他 37,396

    移転費用 3,956,118

      補助金等 1,782,638

      その他の業務費用 56,888

        支払利息 15,414

        徴収不能引当金繰入額 4,078

        維持補修費 175,615

        減価償却費 1,410,210

        その他 -

        その他 142,485

      物件費等 3,579,626

        物件費 1,993,801

        職員給与費 1,452,165

        賞与等引当金繰入額 125,798

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 9,313,080

    業務費用 5,356,962

      人件費 1,720,448

行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

前年度末純資産残高 31,970,725 41,325,158 -9,354,433

  純行政コスト（△） -8,976,962 -8,976,962

  財源 8,879,426 8,879,426

    税収等 7,377,576 7,377,576

    国県等補助金 1,501,851 1,501,851

  本年度差額 -97,536 -97,536

  固定資産等の変動（内部変動） -145,985 145,985

    有形固定資産等の増加 1,615,184 -1,615,184

    有形固定資産等の減少 -1,912,592 1,912,592

    貸付金・基金等の増加 813,397 -813,397

    貸付金・基金等の減少 -661,974 661,974

  資産評価差額 -114 -114

  無償所管換等 12,139 12,139

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -85,511 -133,960 48,449

本年度末純資産残高 31,885,214 41,191,197 -9,305,984

純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 57,699

本年度歳計外現金増減額 -13,227

本年度末歳計外現金残高 44,473

本年度末現金預金残高 625,005

    その他の収入 -

財務活動収支 77,278

本年度資金収支額 203,789

前年度末資金残高 376,743

本年度末資金残高 580,532

  財務活動支出 1,196,829

    地方債償還支出 1,196,829

    その他の支出 -

  財務活動収入 1,274,107

    地方債発行収入 1,274,107

    貸付金元金回収収入 5,423

    資産売却収入 2,730

    その他の収入 2,733

投資活動収支 -991,141

【財務活動収支】

    貸付金支出 4,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 928,472

    国県等補助金収入 271,018

    基金取崩収入 646,568

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,919,613

    公共施設等整備費支出 1,185,828

    基金積立金支出 729,785

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 22,691

    災害復旧事業費支出 22,691

    その他の支出 -

  臨時収入 9,692

業務活動収支 1,117,652

  業務収入 9,016,013

    税収等収入 7,370,057

    国県等補助金収入 1,222,823

    使用料及び手数料収入 119,784

    その他の収入 303,350

    移転費用支出 3,956,118

      補助金等支出 1,782,638

      社会保障給付支出 765,126

      他会計への繰出支出 1,404,650

      その他の支出 3,704

    業務費用支出 3,929,244

      人件費支出 1,708,026

      物件費等支出 2,169,417

      支払利息支出 15,414

      その他の支出 36,386

資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 7,885,362



一般会計等財務書類に係る注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １．有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  ①有形固定資産 

取得原価によっています。ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    ア 取得原価が判明しているもの………取得原価 

    イ 取得原価が不明なもの………………再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地並びに公園、防火水槽、ため池、下水系

の排水機場については、備忘価額１円としています。 

  ②無形固定資産 

   取得原価によっています。 

 ２．有価証券等の評価基準及び評価方法 

  ①満期保有目的有価証券 

   償却原価法によっています。 

  ②満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のあるものについては、年度末日の市場価格に基づく時価法によっています。 

市場価格のないものについては、取得原価によっています。 

 ３．有形固定資産等の減価償却の方法 

  ①有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、物品） 

   定額法を採用しています。 

  ②無形固定資産 

   定額法を採用しています。 

４．引当金の計上基準及び算定方法 

  ①徴収不能引当金 

   過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

  ②賞与等引当金 

   翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当とそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞ

れ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

  ③退職手当引当金 

   次により算定した額を計上しています。 

   期末自己都合退職要支給額－（退職手当組合への負担金累計額－退職手当支給総額） 

   ※期末自己都合退職要支給額は、勤続年数ごとに「職員数×平均俸給月額×退職手当支給率」を算定

し合算する簡便法により算定しています。 

 



５．リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借り主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

６．資金収支計算書における資金の範囲 

  現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（出納整理期間中の取引により発生する資金の受払

いを含む。）を資金の範囲としています。 

７．消費税等の会計処理 

  税込方式としています。 

８．財務書類の表示金額単位 

  記載金額は、原則として千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合がありま

す。 

 

Ⅱ．重要な会計方針の変更 

重要な会計方針の変更はありません。 

 

Ⅲ．重要な後発事象 

  該当する事象はありません。 

 

Ⅳ．偶発債務 

該当する事象はありません。 

 

Ⅴ．追加情報の注記 

財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は、次のとおりです。 

 １．対象となる会計の範囲 

   一般会計 

  なお、一般会計，一般会計等及び普通会計の対象範囲に差異はありません。 

２．出納整理期間について 

  地方自治法第 235 条の５の規定により出納整理期間が設けられており、当会計年度に係る出納整理期

間における現金の受払い等を終了したあとの計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

３．利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

    1,307,362 千円 

 



４．繰越事業に係る将来の支出予定額 

    繰越明許費  1,558,884 千円 

５．地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率 

    実質赤字比率     －％ 

    連結実質赤字比率   －％ 

    実質公債費比率   7.8％ 

    将来負担比率     －％ 

 

  また、将来負担比率の算定要素は次のとおりとなっています。     

標準財政規模 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

将来負担額 

充当可能基金額 

特定財源見込額 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

5,804,153 千円 

1,225,493 千円 

15,338,799 千円 

9,578,874 千円 

20,572 千円 

10,936,509 千円 

６．減債基金に係る積立不足の有無等 

  積立不足はありません。 

  なお，減債基金への積立金に関しては，前年度に借り入れた過疎対策事業債又は辺地対策事業債につ

いて，将来交付税措置されない部分（それぞれ借入額の 3 割と 2 割）を積み立てています。 

７．売却可能資産 

  売却可能資産は、計画等で売却の方向性が示されている資産及び財産収入として予算措置がされてい

る公共資産とします。 

   売却可能資産額（令和７年 3 月 31 日現在）  ０千円 

８．純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分） 

  固定資産等形成分は、資産形成のために充当した資源が蓄積されたもので、原則として固定資産等の

形態で保有されています。（貸借対照表では、固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を

加えた額を計上しています。） 

  余剰分（不足分）は、費消可能な資源が蓄積されたもので、原則として金銭の形で保有されています。

（貸借対照表では、純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。） 

９．既存の決算情報との関連性 

   収入（歳入） 支出（歳出） 

一般会計歳入歳出決算書 11,464,952 千円 10,884,494 千円 

繰越金に伴う差額 △212,152 千円 － 

歳計剰余金処分による財政調整基金への積立て － 185,000 千円 

資金収支計算書 11,252,800 千円 11,069,494 千円 

   

 



10．基礎的財政収支（プライマリーバランス） 
 

業務活動収支 1,117,652 千円 

支払利息支出 15,414 千円 

投資活動収支 

 基金積立金支出 

 基金取崩収入 

△991,141 千円 

729,785 千円 

△646,568 千円 

基礎的財政収支 225,142 千円 

11．資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差異 

  （主なもの）    
 

投資活動に充当された国県等補助金収入 

未収債権増減 

減価償却費 

賞与引当金増減 

退職手当引当金増減 

徴収不能引当金増減 

資産除売却損益 

△271,018 千円 

△4,950 千円 

1,410,210 千円 

12,422 千円 

0 千円 

△1,733 千円 

2,294 千円 

 12．基金借入金（繰替運用） 

  歳計現金に不足が生じる場合、一時借入金との効率性を勘案のうえ、基金から歳計現金への繰替運用

を行っています。 

  （令和６年度中の借入額）    

500,000 千円   

13．一時借入金 

  資金収支計算書には一時借入金の増減額は含まれていません。なお、一時借入金の限度額及び利子額

は次のとおりです。 

   ①一時借入金の限度額     800,000 千円 

   ②一時借入金にかかる利子額  773 千円（うち繰替運用利子 181 千円） 

14．重要な非資金取引 

  （主なもの）   

減価償却費 

賞与引当金繰入額 

徴収不能引当金繰入額 

資産除売却損益額 

1,410,210 千円 

125,798 千円 

4,078 千円 

2,294 千円 

 



年度：令和6年度
会計：一般会計等

（単位：千円）

区分
前年度末残高


(A)
本年度増加額


(B)
本年度減少額


(C)

本年度末残高

(A)+(B)-(C)


(D)

本年度末

減価償却累計額


(E)

本年度減価償却額

(F)

差引本年度末残高

(D)-(E)


(G)

事業用資産 33,582,947 794,794 147,558 34,230,183 21,181,385 565,387 13,048,798

　 土地 6,268,447 36,974 436 6,304,985 - - 6,304,985

　 立木竹 - - - - - - -

　 建物 21,854,670 265,875 84,730 22,035,815 17,144,604 398,066 4,891,211

　 建物付属設備 1,137,038 179,587 - 1,316,625 509,115 79,736 807,510

　 工作物 4,254,394 179,884 - 4,434,278 3,527,665 87,586 906,613

　 その他 - - - - - - -

　 建設仮勘定 68,398 132,473 62,392 138,479 - - 138,479

インフラ資産 47,782,654 784,471 354,825 48,212,300 29,643,232 806,048 18,569,068

　 土地 3,101,539 12,987 702 3,113,825 0 0 3,113,825

　 建物 264,327 0 0 264,327 208,220 7,002 56,107

　 工作物 43,984,716 745,796 0 44,730,512 29,435,013 799,046 15,295,498

　 その他 - - - - - - -

　 建設仮勘定 432,071 25,688 354,123 103,636 - - 103,636

物品 809,937 35,919 - 845,856 725,984 35,290 119,872

合計 82,175,537 1,615,184 502,382 83,288,339 51,550,600 1,406,726 31,737,738

有形固定資産の明細



年度：令和6年度
会計：一般会計等

（単位：千円）

区分
生活インフラ・


国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 2,434,529 2,468,525 784,740 379,323 2,783,167 163,244 4,035,269 13,048,798

　 土地 495,083 1,427,189 172,943 116,778 2,150,246 27,705 1,915,042 6,304,985

　 立木竹 - - - - - - - -

　 建物 1,238,614 692,841 457,049 151,118 289,476 111,138 1,950,975 4,891,211

　 建物付属設備 156,609 253,635 113,039 103,025 62,498 10,433 108,270 807,510

　 工作物 417,844 91,560 41,709 8,402 280,948 13,968 52,182 906,613

　 その他 - - - - - - - -

　 建設仮勘定 126,379 3,300 - - - - 8,800 138,479

インフラ資産 18,539,024 4,300 - - 18,865 504 6,375 18,569,068

　 土地 3,109,005 0 0 0 0 0 4,820 3,113,825

　 建物 54,552 0 0 0 0 0 1,555 56,107

　 工作物 15,275,239 4,300 0 0 15,455 504 0 15,295,498

　 その他 - - - - - - - -

　 建設仮勘定 100,226 - - - 3,410 - - 103,636

物品 13,487 19,515 11,944 2,690 10,000 16,557 45,679 119,872

合計 20,987,040 2,492,341 796,685 382,013 2,812,033 180,304 4,087,323 31,737,738

有形固定資産に係る行政目的別の明細



投資及び出資金の明細
年度：令和６年度

市場価格のあるもの (単位：千円)

銘柄名
株数・口数など


(A)

時価単価

(B)

（単位：円）

貸借対照表計上額

(A) × (B)


(C)

取得単価

(D)

（単位：円）

取得原価

(A) X (D)


(E)

評価差額

(C) - (E)


(F)

(参考)財産に関する

調書記載額

（株）トマト銀行 1,900 1,207 2,293 1,267 2,407 △ 114 4,788

合計 1,900 1,207 2,293 1,267 2,407 △ 114 4,788

市場価格のないもののうち連結対象団体に対するもの (単位：千円)

相手先名
出資金額


(貸借対照表計上額)

(A)

資産

(B)

負債

(C)

純資産額

(B) - (C)


(D)

資本金

(E)

出資割合(%)

(A) / (E)


(F)

実質価額

(D) X (F)


(G)

投資損失引当金

計上額


(H)

(参考)財産に関する

調書記載額

矢掛町土地開発公社 10,000 721,887 25,000 696,887 10,000 100.0 696,887 0 10,000

(一財)矢掛町観光交流推進機構 3,000 27,167 7,155 20,012 3,000 100.0 20,012 0 3,000

合計 13,000 749,054 32,155 716,899 13,000 － 716,899 0 13,000

市場価格のないもののうち連結対象団体以外に対するもの (単位：千円)

相手先名
出資金額


(A)
資産

(B)

負債

(C)

純資産額

(B) - (C)


(D)

資本金

(E)

出資割合(%)

(A) / (E)


(F)

実質価額

(D) X (F)


(G)

強制評価減

(H)

貸借対照表計上額

(A) - (H)


(I)

(参考)財産に関する

調書記載額

井原鉄道（株） 41,100 794,332 267,232 527,100 700,000 5.871% 30,946 0 41,100 41,100

矢掛放送（株） 1,000 191,953 147,981 43,972 20,000 5.000% 2,199 0 1,000 1,000

（株）やかげ宿 1,000 11,151 4,782 6,369 10,000 10.000% 637 0 1,000 1,000

岡山県信用保証協会 7,639 481,766,764 425,754,421 56,012,343 37,765,343 0.020% 11,202 0 7,639 7,639

岡山県農業信用基金協会 1,720 187,094,520 180,367,667 6,726,853 2,822,500 0.061% 4,103 0 1,720 1,720

岡山県野菜生産安全協会 390 356,695 304,081 52,614 46,005 0.848% 446 0 390 390

岡山県建設研修センター 13 2,542,744 357,105 2,185,639 476,300 0.003% 66 0 13 13

備中南森林組合 761 288,755 62,400 226,355 36,991 2.057% 4,656 0 761 761

おかやまの森整備公社 7,600 63,392,191 44,292,223 19,099,968 880,700 0.863% 164,833 0 7,600 7,600

岡山県郷土文化財団 516 1,256,709 209,202 1,047,507 621,729 0.083% 869 0 516 516

岡山県農林漁業担い手育成財団 1,261 738,184 17,798 720,386 500,000 0.252% 1,815 0 1,261 1,261

岡山県林業振興基金 803 1,937,520 10,233 1,927,287 1,875,000 0.043% 829 0 803 803

岡山県暴力追放運動推進センター 1,537 1,611,006 10,510 1,600,496 1,511,992 0.102% 1,633 0 1,537 1,537

砂防フロンティア整備推進機構 30 2,195,772 617,634 1,578,138 400,000 0.008% 126 0 30 30

岡山県動物愛護財団 383 136,506 1,159 135,347 100,000 0.383% 518 0 383 383

地方公共団体金融機構 1,800 23,893,823,000 23,444,803,000 449,020,000 16,602,000 0.011% 49,392 0 1,800 1,800

合計 67,553 - - - - - 274,270 0 67,553 67,553



基金の明細
年度：令和６年度

(単位：千円)

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計


(貸借対照表計上額)
(参考)財産に関する

調書記載額

財政調整基金 1,016,844 2,722,355 0 0 3,739,199 3,733,975

減債基金 287,285 900,061 0 0 1,187,346 1,186,317

渡辺基金 41,861 29,737 0 0 71,598 71,571

塊堂基金 10,481 7,446 0 0 17,927 17,920

リサイクル福祉基金 14,365 10,205 0 0 24,570 24,560

文教福祉施設整備基金 45,306 564,025 0 0 609,331 606,703

排水施設基金 71,008 50,442 0 0 121,450 121,405

ふるさとづくり基金 7,787 156,206 0 0 163,993 163,313

図書整備基金 24,436 17,358 0 0 41,794 41,778

地域福祉基金 4,162 501,813 0 0 505,975 504,931

わことふるさと応援基金 77,000 54,699 0 0 131,699 131,650

末永基金 14,687 141,113 0 0 155,800 155,111

山田勝香基金 26,487 18,816 0 0 45,302 45,285

江尻基金 25,392 18,038 0 0 43,429 43,413

住宅等整備基金 140,115 99,535 0 0 239,650 239,561

ふるさと応援基金 335,689 238,466 0 0 574,156 573,942

矢掛脇本陣高草家基金 27 19 0 0 46 46

スポーツ文化振興基金 16,855 211,974 0 0 228,829 228,818

賑わいのまちづくり基金 91,688 465,784 0 0 557,471 556,710

こどもみらい基金 166,376 316,850 0 0 483,227 482,705

宇角地区活性化振興基金 43,833 31,138 0 0 74,972 74,944

森林環境整備基金 4,356 3,094 0 0 7,451 7,448

学校施設等整備基金 298 212 0 0 509 509

農業振興対策基金 47,884 34,016 0 0 81,900 81,870

歴史かおる文化の町やかげ基金 5,264 3,739 0 0 9,003 9,000

土地開発基金 170,000 0 0 0 170,000 170,000

合計 2,689,487 6,597,140 0 0 9,286,627 9,273,489



貸付金の明細
年度：令和６年度

(単位：千円)

貸借対照表計上額
徴収不能引当金


計上額
貸借対照表計上額

徴収不能引当金

計上額

勤労者融資資金貸付預託金 4,000 4,000

災害援護資金貸付金 772 242 1,014

合計 772 4,242 5,014

相手先名または種別
長期貸付金 短期貸付金

(参考)

貸付金計



長期延滞債権の明細
年度：令和６年度

(単位：千円)

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】

生業資金等貸付金 0 0

住宅新築資金等貸付金 59,601 3,116

小計 59,601 3,116

【未収金】

町民税 5,084 217

固定資産税 13,706 931

軽自動車税 1,121 84

住宅使用料 99 0

小計 20,010 1,232

合計 79,611 4,347



未収金の明細
年度：令和６年度

(単位：千円)

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】

小計

【未収金】

町民税 4,641 198

固定資産税 6,711 456

軽自動車税 575 43

住宅使用料 24

小計 11,958 697

合計 11,958 697



地方債等（借入先別）の明細
年度：令和６年度

(単位：千円)

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】

　一般公共事業 402,614 64,584 396,578 6,036

　公営住宅建設 11,687 6,835 11,687

　災害復旧 279,275 40,282 279,275

　教育・福祉施設 264,801 29,298 241,960 22,841

　一般単独事業 1,247,487 85,565 3,532 1,006,824 149,720 87,410

　過疎対策事業 4,068,836 385,859 3,632,736 436,100

　その他 578,282 58,825 547,686 6,400 13,285 10,912

【特別分】

　臨時財政対策債 2,304,941 253,184 2,174,278 130,663

　減税補てん債 2,594 1,853 2,594

　退職手当債

　その他

　合計 9,160,517 926,285 7,287,732 1,579,987 194,476 98,322

その他の

金融機関

市場公募債 その他種類 地方債等残高 政府資金 地方公共団体金融機構 市中銀行



地方債等（利率別）の明細
年度：令和６年度

(単位：千円)

地方債等残高 1.5%以下
1.5%超

2.0%以下

2.0%超

2.5%以下

2.5%超

3.0%以下

3.0%超

3.5%以下

3.5%超

4.0%以下

4.0%超
(参考)

加重平均

利率

9,160,517 9,019,170 139,272 2,075



地方債等（返済期間別）の明細

年度：令和６年度
(単位：千円)

地方債等残高 1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内

5年超

10年以内

10年超

15年以内

15年超

20年以内

20年超

9,160,517 97,707 276,565 89,811 253,344 360,184 3,740,912 3,421,575 603,016 317,403



特定の契約条項が付された地方債等の概要
年度：令和６年度

(単位：千円)
特定の契約条項が

付された地方債等残高

契約条項の概要

該当なし



引当金の明細
年度：令和６年度

(単位：千円)

目的使用 その他

徴収不能引当金
（固定資産） 5,581 4,347 5,581 4,347

徴収不能引当金
（流動資産） 967 270 697

退職手当引当金 544,614 66,848 611,462

賞与等引当金 113,376 125,798 113,376 125,798

合計 664,538 196,993 119,227 0 742,304

区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度末残高
本年度減少額



補助金等の明細

年度：令和６年度
(単位：千円)

区分 名称 相手先 金額 支出目的

西部衛生施設組合負担金 西部衛生施設組合 256,564
西部衛生施設組合の焼却場・熱利用施設建設に対する矢
掛町の経費負担

県工事負担金 岡山県 15,876 道路・河川等の県営工事に対する負担金

民間賃貸住宅等建設補助金 対象者 60,000 民間アパート等の建設費用に対する支援

定住促進助成金 対象者 45,100 個人住宅新築の建設費用に対する支援

その他 67,426

計 444,966

後期高齢者医療広域連合負担金 岡山県後期高齢者医療広域連合 262,095 広域連合に対する矢掛町の経費負担

井原地区消防組合負担金 井原地区消防組合 299,979 一部事務組合に対する矢掛町の経費負担

西部衛生施設組合負担金 西部衛生施設組合 21,617 一部事務組合に対する矢掛町の経費負担

井原地区清掃施設組合負担金 井原地区清掃施設組合 72,253 一部事務組合に対する矢掛町の経費負担

多面的機能支払交付金 対象団体 22,518 農地の多面的機能の維持向上に対する支援

MICS事業負担金 下水道事業会計 16,615 MICS処理費用に対する一般会計の経費負担

井原線鉄道基盤設備維持費補助金 （株）井原鉄道 37,419 井原鉄道の基盤設備維持費に対する矢掛町の経費負担

電力等価格高騰支援給付金（非課税
化・均等割のみ課税化，こども加算）

対象者 32,646

物価高騰対策として，住民税非課税世帯等に対し1世帯あ
たり10万円を支給
また，18歳以下の児童を扶養している場合，1人当たり5万
円を加算支給

山陽道やかげ宿賑わい創出事業補
助金

矢掛町観光交流推進機構ほか 28,741
誘客促進や賑わい創出による町の活性化のための事業に
対する支援

その他 543,789

計 1,337,672

合計 1,782,638

他団体への公共施設等整備補助金
等

(所有外資産分)

その他の補助金等



財源の明細

年度：令和６年度
(単位：千円)

会計 区分 金額

1,595,831

4,053,310

87,879

354,805

111,220

1,174,531

7,377,576

国庫支出金 264,508

県支出金等 6,510

計 271,018

国庫支出金 810,386

県支出金等 412,437

計 1,222,823

国庫支出金 0

県支出金等 8,010

計 8,010

1,501,851

8,879,426

財源の内容

一般会計等

税収等

地方税

地方交付税

分担金・負担金

その他

小計

国県等補助金

資本的補助金

経常的
補助金

小　　計

合　　計

地方譲与税

地方消費税交付金

臨時的補助金



年度：令和６年度

会計：一般会計等 （単位：千円）

純行政コスト 8,976,962 1,230,833 363,607 5,842,437 1,540,085

有形固定資産等の増加 1,615,184 271,018 910,500 433,666 0

貸付金・基金等の増加 813,397 0 0 810,892 2,505

その他 0 0 0 0 0

合計 11,405,543 1,501,851 1,274,107 7,086,995 1,542,590

財源情報の明細

区分 金額

内訳

国県等補助金 地方債等 税収等 その他



資金の明細

年度：令和６年度
(単位：千円)

種類 本年度末残高

現金

要求払預金 580,532

合計 580,532


